
百万円
○  補 正 規 模

○  補 正 内 訳　※計数については、 それぞれ四捨五入によ っている ので、 端数において

　 合計と は合致し ないも のがある

百万円
１  本市災害対策

　 公立大学法人名古屋市立大学への耐震改修設計費補助
　 災害ボラ ンティ アによ る 地域防災力向上事業
　 民間保育所の耐震改修補助
　 防災ま ちづく り 計画策定調査
　 津波避難ビル指定に伴う 市営住宅の屋上整備
　 地震災害発生時における 業務継続計画の策定
　 津波堆積物調査
　 災害用高所監視カメ ラ の設置

２  待機児童対策

  民間保育所の整備補助
  賃貸方式によ る 民間保育所の設置
  個人実施型家庭保育室の設置
  グループ実施型家庭保育室の設置

３  児童虐待の防止

　 児童虐待防止事業

○  債 務 負 担 行 為          　 ２ 件    

159

159

14
10
25
10
36
4

173
14
46

120

12
9

 特 別 会 計 30
計 692

383

151

平成２ ３ 年度９ 月補正予算の概要

 一 般 会 計 662



（ 単位： 千円、 ％）

Ａ 当 初 予 算    1, 049, 914, 375    1, 075, 332, 298    450, 653, 175    2, 575, 899, 848

９ 月 補 正 662, 281 30, 000 － 692, 281

Ｂ ９ 月 現 計 予 算    1, 058, 539, 675    1, 082, 376, 186    450, 653, 175    2, 591, 569, 036

Ｃ 当 初 予 算    1, 034, 482, 742    1, 070, 912, 522    464, 234, 942    2, 569, 630, 206

９ 月 補 正 376, 217 － － 376, 217

Ｄ ９ 月 現 計 予 算    1, 032, 378, 251    1, 068, 348, 518    464, 234, 942    2, 564, 961, 711

最 終 予 算    1, 066, 651, 771    1, 140, 173, 447    491, 321, 472    2, 698, 146, 690

Ｂ /Ａ    100. 8    100. 7    100. 0    100. 6

Ｂ /Ｄ    102. 5    101. 3    97. 1    101. 0

( 参考)  Ａ /Ｃ    101. 5    100. 4    97. 1    100. 2

( 注)  公営企業会計は歳出額を掲げた。

　 　 　 　 　 　

 平成２３年９月定例会補正予算資料

総 計区 分 一  般  会  計 特  別  会  計 公営企業会計
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１   総    括 
  （ 歳    出）

662, 281

567, 450

9, 931

46, 000

25, 000

13, 900

30, 000

30, 000

   692, 281    

２ 　 歳    出
（ １ ）  一 般 会 計

一般財源 校舎の耐震改修の設計に対する

公立大学法人名古屋市立 補助

大学への耐震改修設計費 　 山の畑キャ ンパス 　 ６ 棟

補助 　 北千種キャ ンパス 　 ２ 棟

県費 県の｢新し い公共支援事業基金｣

災害ボラ ンティ アによ る を活用し 、 東日本大震災におけ

地域防災力向上事業 る Ｎ Ｐ Ｏ 等の被災地支援の経験

を活かし た災害ボラ ンティ アコ

ーディ ネータ ーの育成等を実施

県費 待機児童の早期解消を図る ため

民間保育所の整備補助 の対策

地方債

　 　 守山区瀬古一丁目

一般財源 　 　 　  定員　 90人

　 　  （ ３ 歳未満児定員 40人）

　 　 緑区滝ノ 水四丁目

　 　 　  定員　 90人

　 　  （ ３ 歳未満児定員 40人）

　 　 中村区名駅二丁目

　 　 　  定員　 60→100人

　 　  （ ３ 歳未満児定員 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 25→40人）

　 　 守山区小幡二丁目

　 　 　  定員　 100→150人

　 　  （ ３ 歳未満児定員 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 30→60人）

9, 931 9, 931

経　 　 済

28, 133, 690

総　 　 務

局 別

消 防 費 28, 108, 690

557, 609, 232

子ど も 青少年費 134, 697, 949

教 育 費 74, 485, 274 74, 499, 174

150, 536

135, 265, 399

住 宅 都 市 費 57, 515, 674 57, 561, 674

133, 808

（ 単位： 千円）

13, 900

青 少 年

金 額

13, 900

子 ど  も

市　 　 民

市 民 経 済 費 117, 424, 382 117, 434, 313

12, 000

4, 728

1, 082, 376, 186

2, 591, 569, 0362, 590, 876, 755

左の財源 説 明

平成２ ３ 年度補正予算の概要（ ９ 月補正）

（ 単位： 千円）

款（ 又は会計） 補 正 前 の 額 補 正 額

1, 057, 877, 394

会 計 計

1, 058, 539, 675一 般 会 計

総　 　 　 　 　 　 　 　 　 計

事 項

1, 082, 346, 186特 別 会 計

公 債 557, 579, 232
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県費 待機児童の早期解消を図る ため

賃貸方式によ る 民間保育 の対策

所の設置 一般財源

　 ０ 歳～就学前

　 　 定員　 60人　 ４ カ所

　 　 （ ３ 歳未満児定員 

　 　 　 　 　 　 　 30人 ４ カ所）

　 ０ 歳～３ 歳

　 　 定員　 30人　 ４ カ所

　 　 （ ３ 歳未満児定員 

　 　 　 　 　 　 　 22人 ４ カ所）

公募によ り 事業者を選定

国庫 待機児童の早期解消を図る ため

個人実施型家庭保育室の の対策

設置 県費 　 　 定員　 ５ 人　 ４ カ所

　 　 （ ３ 歳未満児定員

諸収入 　 　 　 　 　 　 　 ５ 人 ４ カ所）

公募によ り 事業者を選定

一般財源

国庫 待機児童の早期解消を図る ため

グループ実施型家庭保育 の対策

室の設置 県費 国が新たに創設し た、 複数の家

庭的保育者によ る 同一の場所で

一般財源 の保育を実施

　 　 定員  10人　 ２ カ所

　 　 （ ３ 歳未満児定員 

　 　 　 　 　 　 　 10人 ２ カ所）

　 　 　 市営住宅を活用

　 　 定員  15人　 ４ カ所
　 　 （ ３ 歳未満児定員 
　 　 　 　 　 　 　 15人 ４ カ所）
公募によ り 事業者を選定

一般財源 民間保育所の耐震改修工事にか

民間保育所の耐震改修補 かる 補助

助 　 １ カ所

県費 児童虐待防止策を強化する ため

児童虐待防止事業 児童相談所等の機動力の向上を

図る と と も に、 職員の研修を行

う ほか、 見守り 支援者の養成、

広報等を実施

一般財源 東日本大震災を踏ま え、 津波や

防災ま ちづく り 計画策定 液状化など の新たに想定さ れる

調査 災害を考慮し た計画の策定に向

けた調査を実施

住　 　 宅 10, 000 10, 000

都　 　 市

105, 704172, 880

67, 176

13, 660 2, 911

子 ど  も

（ 単位： 千円）

局 別 事 項 金 額 左の財源 説 明

青 少 年

25, 000

3, 306

5

7, 438

46, 028

159, 346 159, 346

1, 890

9, 439

34, 699

25, 000
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国庫 津波避難ビルに指定し た市営住

津波避難ビル指定に伴う 宅の屋上を避難場所と する ため

市営住宅の屋上整備 地方債 手すり 柵の設置等を実施

　 港区　 西茶屋荘　 ４ 棟

一般財源 地震災害発生時において、 行政

地震災害発生時における 機能の早期復旧を図る ため、 業

業務継続計画の策定 務の優先度等を定める 業務継続

計画を策定

一般財源 今後発生が危惧さ れる 東海・ 東

津波堆積物調査 南海・ 南海三連動地震の被害想

定の策定に向け、 過去の津波の

発生状況を把握する ため、 ボー

リ ング調査を実施

一般財源 災害時における 初動対応を迅速

災害用高所監視カメ ラ の に行う ための災害用高所監視カ

設置 メ ラ の更新、 新設

　 更新 東山ス カイ タ ワ ー 

　 　 　  港区役所無線塔   

　 新設 西区役所無線塔  

特定財源

一般財源

（ ２ ）  特 別 会 計

地方債

起債額の繰出 子ど も 青少年施設整備公債

住宅建設公債

特定財源

特定財源

一般財源

一 般 会 計　 計

住　 　 宅 36, 000 18, 000

都　 　 市

18, 000

消　 　 防 4, 000 4, 000

特 別 会 計　 計 30, 000 30, 000

総　 　 　 　 　 　 　 計
504, 340

187, 941

692, 281

会 計 事 項 金 額 左の財源 説 明

公　 　 債 30, 000 30, 000

187, 941

662, 281
474, 340

（ 単位： 千円）

9, 000 9, 000

局 別 事 項 金 額 左の財源 説 明

12, 000 12, 000

12, 000       

18, 000       

（ 単位： 千円）
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３ 　 歳    入

662, 281

22, 801 子ど も 青少年費補助金 4, 801

子ど も 青少年事業費補助金

住宅都市費補助金 18, 000

住宅管理費補助金

421, 534 子ど も 青少年費補助金 411, 603

子ど も 青少年費補助金

市民経済費補助金 9, 931

市民活動費補助金

187, 941 前年度繰越金

5 雑入

　 子ど も 青少年雑入

30, 000 子ど も 青少年債 12, 000

　 子ど も 青少年施設整備費に充当

住宅債 18, 000

住宅建設費に充当

30, 000

30, 000 起債額収入 30, 000

子ど も 青少年施設整備公債 12, 000

住宅建設公債 18, 000

692, 281総 計

県 支 出 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

特 別 会 計

公 債

　 　 　 　 　 （ 単位： 千円）

会 計 ・ 款 金 額 説 明

一 般 会 計

国 庫 支 出 金

４   債 務 負 担 行 為

会  計 局 別 期 間 限 度 額
年度年度 千円

一 般 消 防 24 6, 000

24 81, 000
災害用高所監視カメ ラ の設
置

設置が２ カ年にわたる ため

事　 　 　 　 　 　 　 　 項 説　 　 　 　 　 　 明

地震災害発生時における 業
務継続計画の策定

策定が２ カ年にわたる ため

－ 5 －


